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はじめに

本プロジェクトでは、先行となる研究プロジェクト「わが国の長寿化の要因と社会・経

済に与える影響に関する人口学的研究」(平成 23～25年度)、「長寿化・高齢化の総合的分

析及びそれらが社会保障等の経済社会構造に及ぼす人口学的影響に関する研究」（平成 26

～28年度）、「長寿革命に係る人口学的観点からの総合的研究」（平成 29～令和元年度）に

おいて開発を行ってきた「日本版死亡データベース (Japanese Mortality Database、以

下 JMD)」について、引き続き維持・更新を行うとともにさらなる拡充を行うための基

礎研究を継続している。この拡充の一つとして JMD における死因系列の構築が挙げら

れるが、この点についても先行プロジェクトにおいて、石井 (2013)、石井 (2015)、石井

(2018)で基礎的な検討を行ってきた。

しかしながら、これ以降、死因系列の検討に関していくつかの動きがあり、JMDの死

因系列の検討にもこれらへの対応が必要となった。まず、本プロジェクトでも共同研究を

行っている、長期死因系列作成に関する国際比較プロジェクトである Human Cause-of

Death Database(HCD)の研究の進展により、それまで、Human Mortality Database(以

下 HMD) プロジェクトで検討を行ってきた死因系列提供は、HCD プロジェクトの系列

と統合することされ、INEDが HMDの死因系列を担当することなったことである。本プ

ロジェクトでは、従来、HMDが独自に提案した死因系列に基づいて JMDの系列を検討

してきたが、このことにより、HCDプロジェクトを基礎とした死因系列の検討が必要と

なった。

そして、国内の別の動きとして、人口動態調査の年齢調整死亡率で用いられている基準

人口が改定されることとなった。死因別死亡率を地域比較、あるいは、時系列で比較する

場合、年齢調整死亡率は基礎的な指標である。しかしながら、後述する通り、今後、人口

動態調査として公式統計で提供される年齢調整死亡率は、基準人口の改定によって提供年

次が減少することとなった。一方、JMDは生命表のデータベースであるものの、生命表

作成の基礎となるリスク対応生存延年数（Exposure）の推計も行っており、これを用いる

ことにより、公式統計で提供されなくなった年次についても年齢調整死亡率を提供するこ

とが可能となる。

本研究は、このような近年の死因統計に関連する国内外の動きに対応して、日本版死亡

データベースの新たな死因系列に関する提案を行うとともに、これを応用した年齢調整死

亡率提供に関する基礎的な研究を行うものである。
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1 新たな JMD死因分類の提案について

本節においては、わが国の既存の死因分類を基礎としつつ、これに国際比較性を考慮し

た検討を加えることにより、JMDで用いる新たな死因分類に関する提案を行う。

現在、わが国の人口動態統計では、最も詳細な ICDの基本分類の他、これをまとめた

死因簡単分類、また、長期的な死因動向を観察する観点から特定の死因に関する分類とし

て、死因年次推移分類 (Hi分類)が設定されている。このうち、死因簡単分類は ICD9と

ICD10 について、対応する基本分類が対照表の形で示されている。一方、死因年次推移

分類は ICD1から ICD10までの対照表が存在するが、16種類のみの特定の死因について

しか示されていない。

一方、HCDでは、16分類からなる short listと、104分類からなる intermediate list

の２種類の分類が提案されている。従来、HMDで検討されていた分類も約 100種類の分

類から構成されていたことから、この intermediate list が国際比較を行う上で基礎的な

分類となることが考えられる。

以上のことから、国内での死因分析には死因簡単分類と整合性を持った分類が好まし

く、国際比較の観点からは HCD の intermediate list との整合性を持つことが好ましい

であろう。しかしながら、死因簡単分類と HCD の intermediate list は、同一の分類と

なっている部分もあるものの、一方がより細かい分類になっている部分なども存在する。

そこで、本研究では、両者のどちらの分類をも構成可能なレベルまで両分類を細分化した

分類を作成し、これを新たな JMD 死因分類として提案することとした。ただし、HCD

の intermediate listは ICD10でしか対照表が示されていないことから、本研究ではまず

ICD10における死因簡単分類と HCDの intermediate listに基づく細分類を用いて JMD

死因分類案の検討を行った。

なお、ICD9と ICD10について、死因年次推移分類は概ね死因簡単分類に含まれてい

ることから、基本的には死因簡単分類が含まれていれば死因年次推移分類も再現が可能で

ある。一点だけ例外なのが、死因年次推移分類の慢性気管支炎及び肺気腫 (Hi08)である。

Hi08では基本分類 J41-J43が対象となるのに対して、死因簡単分類の慢性閉塞性肺疾患

(10400)では、基本分類 J41-J44が対象となっている。そこで、この部分については、死

因簡単分類を二つの分類に分けることとした。

それ以外については、ICD10 における死因簡単分類を基礎としつつ、これに HCD の

intermediate listを比較参照しながら、両者の細分化を行った分類表を作成し、JMD死

因分類案とした。具体的な死因分類を示したものが表 3～5である。

この JMD死因分類案では、まず、死因簡単分類について、最も詳細かつ排他的なレベ

ルである 109 の分類を抽出し、これに通し番号を付与した。次に、この分類と HCD の

intermediate listを比較しながら、さらなる細分化を行うことにより、JMD死因分類案

を設定した。ここで、表頭の簡単分類の最も左の列に簡単分類番号が入っているものは単
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独の死因簡単分類から成る分類であり、左から２番目の列に番号が入っているものは、死

因簡単分類が分割されていることを示している。分割されている分類については、左から

３番目の列に簡単死因分類名が示されている。また、HIと HCDの列はそれぞれ、死因

年次推移分類と HCDの intermediate listの分類番号を示している。また、さらにその右

の２つの列は ICD-10と ICD-10(2013 revision)の基本分類番号を示している。

2 基準人口の改定と死因別年齢調整死亡率

2.1 基準人口の改定について

年齢調整死亡率は、年齢構成の異なる集団について死亡状況の比較ができるように年齢

構成を調整した死亡率であり、公衆衛生分野における評価や目標設定をするうえでの重要

な指標となっている。厚生労働省では、人口動態統計において年齢調整死亡率を用いてい

るほか、健康日本 21(第二次 (2013 年度 ～2022 年度))の 2018 年の中間評価や、都道府

県の保健医療行政施策を立案しその効果を評価するための指標としても用いられている。

人口動態統計における年齢調整死亡率の算出にあたっては、平成 2年から昭和 60年モ

デル人口 (昭和 60年の国勢調査人口を基に補正した人口)を使用しているが、この基準人

口は前回の改訂から 25 年以上が経過し、現実の人口構成とは異なってきており、高齢化

を反映した新しい基準人口が公衆衛生の実践面から求められてきた。これを踏まえ、厚生

労働省では、「基準人口の改訂に向けた検討会」を 2019年 10月に立ち上げ、３回の審議

を経て、2020年 6月 18日に基準人口の改訂の要否及び新たな基準人口の設定に係る内容

についての検討結果を、「基準人口の改訂に係る検討結果の報告」として取りまとめた (厚

生労働省 2020)。その概要は以下の通りである。

まず、基準人口の改訂に係る要否については、現在の基準人口が現実の人口構成とは異

なってきており、年齢調整死亡率に死亡の改善状況が十分に反映されないため、基準人口

を改訂する必要があることとされた。

次に、新たな基準人口の設定については、基準人口は男女計で設定し、対象となる人口

は平成 27年国勢調査に基づく年齢・国籍不詳を按分した日本人人口、95歳未満において

平滑化による当てはめを行うことが適当とされた。また、平滑化の方法は、改訂後の基準

人口を今後 20～30 年使用することを考えると、第 2次ベビーブーム世代がその頃に 70

歳近くになり、当該世代より若いところは安定した年齢構成となることが見込まれるた

め、2本の直線で近似することが適当とされた。また、現在の基準人口における 0～4歳

は 1つの階級となっているが、0歳については 1～4歳と比べて死亡率が高いため、国際

的な観点からも 0歳は別に表記することが適当とされた。ただし、人口動態統計において

年齢調整死亡率を算出する際には、0歳を分離した場合と分離しない場合とで数値への影

響は軽微であるため、従来どおり分離せずに算出することとして差し支えないこととされ

た。これらを踏まえて設定されたものが図 1の基準人口である。
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図 1 基準人口

年齢調整死亡率の算出に係る年齢階級の上限については、今後は 95 歳以上の人口が増

加し死亡率の安定が見込まれることから、改訂後の基準人口を今後 20～30 年使用するこ

とを踏まえ、95 歳以上一括とすることが適当とされた。また、平成 27 年平滑化人口に基

づく過去の年齢調整死亡率の遡及再計算については、全国は、平成 17年までは毎年、そ

れ以前は 5年ごとに昭和 25年まで、都道府県別は、昭和 55年までの 5年ごととすること

が適当とされた。これにより、今後、人口動態調査として公式統計で提供される年齢調整

死亡率は、これまでと比べて提供年次が減少することとなる。これは、全国については、

公式統計で年齢階級別死亡率の算定に用いられる分母人口について、国勢調査年以外の推

計人口では年齢上限を 95 歳以上としたものが平成 18 年以降のみしかないことによる制

約であり、従来、1947年以降各年で提供されていた年齢調整死亡率が、今後は平成 17年

より前は 5年毎にしか提供されないこととなる。

この検討会では、報告書の取りまとめにあたり、第 2回までの検討会で集約された意見

をもとに、日本公衆衛生学会、日本衛生学会、 日本疫学会及び日本人口学会の 4学会に

対して意見照会が行われており、これに対する日本人口学会からの回答の中で、上述の年

齢調整死亡率の遡及について、以下の意見が出されている (日本人口学会 2020)。

今後、全国、都道府県別ともに 95 歳以上人口は増加する見込みであることから、

基準人口の年齢階級の上限を 95歳以上に引き上げることについては、検討会で集

約された意見通り適当であると考えます。その上で、公的統計として過去に遡及す

る表章年次について、全国については平成 17年までの毎年、それ以前は５年ごと

に昭和 35年まで、都道府県別については昭和 55年までの５年ごととすることにつ

いて、昭和 25年、30年については全国の年齢調整死亡率の算出が可能と考えられ

ることから、主な死因に係る年齢調整死亡率の標準誤差率を考慮し、統計的安定性
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の検証を行った上で、表章することを検討すべきと考えます。また、全国の国勢調

査年以外については、今後は年齢調整死亡率算出の分母に用いる年齢階級別人口が

年齢上限の引き上げによって総務省資料からは得られず、平成 18年以降のみしか

公的統計としての算出・公表がなされないことはやむを得ないと考えますが、これ

まで昭和 22年以降毎年の年齢調整死亡率が公的統計として算出・公表されており、

このような長期的な死因別死亡率を連続的に観察することの人口学的重要性も依然

として存在していることから、今後、本学会としては、学術研究的観点からこのよ

うな資料に関する補完を行うことを検討して参りたいと考えます。その他の点につ

いては、検討会で集約された意見通り適当であると考えます。

この回答意見の概要は第 3 回検討会の資料としても取り上げられ、全国の年齢調整死

亡率について５年ごとに昭和 25年まで遡ることとされたのはこの日本人口学会の意見が

採用されたことによるものである。しかしながら、意見では、平成 17年より前の毎年の

年齢調整死亡率が公表されなくなることについて、やむを得ないとはしつつも、長期的な

死因別死亡率を連続的に観察することの人口学的重要性も依然として存在していることか

ら、今後、学術研究的観点からこのような資料に関する補完を行うことについての検討の

必要性を表明している。

この日本人口学会の意見に対応するためには、平成 17年より前の各年について、95歳

以上を開放区間とした分母人口が必要となる。一方、JMDでは、従来から、全国値につ

いては 1947年以降、毎年の各歳人口 (開放区間は 110歳以上)を推計し、また、人口学的

率の分母として 10月 1日現在人口より好ましい「リスク対応生存延年数 (Exposure)」を

作成して公表しており、これを用いることにより、平成 17年より前の各年について、95

歳以上を開放区間とした 5歳階級のリスク対応生存延年数を作成することが可能である。

そこで、本研究では、JMDの新たな死因分類の提案に併せて、日本人口学会の意見と

しても示されている、長期的な死因別死亡率を連続的に観察することの人口学的重要性に

鑑み、学術研究的観点から各年の死因別年齢調整死亡率提供を行うことを目的とし、JMD

のリスク対応生存延年数と新たな JMD死因分類を用いた毎年の年齢調整死亡率提供に関

する検討を行った。

3 年齢調整死亡率の評価結果

3.1 基準人口改定が 4大死因の年齢調整死亡率に与える影響

厚生労働省 (2020)では過去の年齢調整死亡率の再計算における死因の範囲として、年

齢調整死亡率の年次比較を行う上で、現在の死因の範囲は、年次ごとの死因の動向を観察

することを主目的とした分類表 (年次推移 (Hi)分類)の数のほか、がんの部位別 16 個、心

疾患、脳血管疾患の病類別 8個の計 42 個 を基本に表章しており (図 2)、基準人口の改訂

に基づく過去の年齢調整死亡率の再計算の死因の範囲も同様とすることが適当とされた。
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図 3、4 は、1980 年以降の 4 大死因の年齢調整死亡率の推移を、基準人口を改定前の

1985年と改定後の 2015年とし、公式統計の方法に準拠して算出して男女別にグラフで示

したものである。ここで、公式統計の方法に準拠した算出方法として、年齢階級別死亡率

の算出にあたって、分母人口は総務省「国勢調査」、「推計人口」（以下、総務省人口と略

す）を用い、1985年基準人口では開放階級を 85歳以上、2015年基準人口では 95歳以上

として計算を行っている。

図 3、4では、○のマーカーで悪性新生物 (Hi02)、△のマーカーで心疾患 (Hi04)、＋の

マーカーで脳血管疾患 (Hi06)、×のマーカーで肺炎 (Hi07)を表し、1985年基準人口は実
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線、2015年基準人口は破線で推移を示している。2015年基準人口では先述の通り、2005

年以降は毎年の値が存在するものの、それ以前については 5年置きにしか値が存在してい

ない。長期的な死因の動向は 5年間隔でもある程度把握可能であるが、1985年基準人口

の毎年の値から分かる通り、5年間の間の動きは必ずしも直線的なものばかりではなく、

各年での観察の重要性も存在していることが理解できる。したがって、日本人口学会の意

見にあった通り、長期的な死因別死亡率を連続的に観察することの人口学的重要性から、

各年の死因別年齢調整死亡率を算出することの必要性が理解できよう。

一方、1985年基準人口と 2015年基準人口による年齢調整死亡率では、値の絶対値が大

きく異なっている。これは、基準人口が高齢化したことによる当然の結果ではあるが、今

後、二つの基準人口による年齢調整死亡率が存在することとなるため、両者の絶対値どう

しは比較できないことに注意する必要があろう。一方で、絶対値は大きく異なるものの、

時系列的な動向については両者は似た動きをしていることも観察できる。したがって、新

たな基準人口を用いても、死因別年齢調整死亡率の増減などの傾向については、改定前の

基準人口で観察されたものと大きな違いはないと考えることができよう。
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図 6 4大死因の年齢調整死亡率 (女性,

1985基準人口)

次に、年齢階級別死亡率の算定における分母人口について、総務省人口と JMD Exposure

を用いた場合の違いに関し、1985年を基準人口とした年齢調整死亡率を算出して比較を

行ったものが図 5、6である。ここでは、総務省人口によるものを実線で、JMD Exposure

によるものを破線で示している。これを見ると、両者には微妙な差はあるものの、概ね一

致していると見ることができることから、総務省人口の代わりに JMD Exposureを用い

ても分析上は問題がないことが理解できる。実際のところ、人口学的率の分母とは、本

来、Exposure で表されるリスク対応生存延年数を取るべきものであることから、JMD

Exposureを用いる方が分母・分子の整合性の観点からもより望ましいものであると言え

よう。
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図 8 4大死因の年齢調整死亡率 (女性,

JMD Exposureを分母)

そこで、JMD Exposureを用いて、基準人口を改定前の 1985年と改定後の 2015年と

し、年齢調整死亡率を算出して示したものが、図 7、8である。JMD Exposureを用いた

ことにより 2015年基準人口による年齢調整死亡率でも 2005年以前の各年の値が算出可

能となっている。図 3、4で見たのと同様に、1985年基準人口と 2015年基準人口による

年齢調整死亡率は、絶対値は大きく異なるものの、時系列的な動向については似た動きで

あることが確認できる。

3.2 新たな JMD死因分類による年齢調整死亡率

前節での検討結果を踏まえ、本節では新たな JMD死因分類による年齢調整死亡率につ

いて、悪性新生物に属する死因の一部を例として述べることとする。

表 1 JMDC017～024に対応する各種分類

表 1 は JMD 死因分類、死因簡単分類及び HCD 分類の関係として、悪性新生物の中

の JMD 死因分類 (以下、JMDC と略す)017 から 024 の ICD10 コードと対応する死因

簡単分類・HCD 分類について例として示したものである。真ん中に示されているのが

JMDCで、ICD-10 code(s)の列にこれに含まれる ICD-10の基本分類コードが示されて

いる。一方、左側にはこれらに対応する死因簡単分類が示されている。ここで、02014,

02015, 02016, 02017, 02018はそのまま単独で JMDC017, 018, 020, 022, 023に対応し
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ているが、JMDC019, 021, 024は全て死因簡単分類では 02121に含まれているものであ

る。これらは、HCD との整合性を保つ観点から細分化されたものであり、HCD014 が

JMDC018 と 019 を合わせたもの、HCD017 が JMDC021, 022, 024 を合わせたものと

なっている。これは、前者については、死因簡単分類では ICDコード C19-20を 02015(直

腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物)として一つの分類としているのに対して、HCD

では ICDコードC19-21を”Malignant neoplasm of rectum and anus”として一つの分類

としている違いによるもの、後者については、死因簡単分類では ICDコード C17, C26は

「その他の悪性新生物」としてまとめられているのに対して、HCDでは、C23-24の「胆の

う及びその他の胆道の悪性新生物」と合わせて”Other malignant neoplasm of digestive

system”と分類する違いによるものである。

表 2 JMDC028～031に対応する各種分類

一方、表 2 は、JMDC028 から 031 について同様のものを示したものである。これ

を見ると、JMDC028 と 031 では死因簡単分類と HCD は同一の分類となっているが、

JMDC029と 030は HCDでは異なる分類 (HCD022と 023)として取り扱っている一方

で、死因簡単分類では、02113(子宮の悪性新生物)として一つの分類としてまとめている。
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これらの表に示された死因群に対する年齢調整死亡率 (1995～2017年）について、図 9

は表 1に対応する男性の年齢調整死亡率、図 9は表 1に対応する女性の年齢調整死亡率の

推移を示したものである。本節の検討では、全て JMD Exposure を用いた 2015 年基準

人口による年齢調整死亡率を用いている。
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図 9 の△のマーカーで実線で示されているのが JMDC018 であり、死因簡単分類の

02015(直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物)に当たるものである。これを HCDに

よる分類を用いて国際比較しようとしても、△のマーカーで破線で示されている HCD014

は ICDコード C21を含むことから直接比較することができない。しかしながら、JMDC

ではこの差である ICDコード C21を JMDC019として単独の分類としているので、これ

を加えることにより HCDとの比較が可能となるのである。また、HCD017についても、

死因簡単分類では直接比較できる分類が存在していないが、JMDC021, 022, 024を加え

ることにより、比較可能な系列を作成することが可能である。

図 10の中で、△のマーカーで実線で示されているのが JMDC029、＋のマーカーで実

線で示されているのが JMDC030 であり、これらは HCD の 022, 023 に対応している。

一方、これらは単独では死因簡単分類の中には存在せず、両者の合計が 02113(子宮の悪性

新生物)として表されているのみである。JMDCでは両者を分けていることから、HCD

との直接の比較を行うことが可能であるとともに、これらを合計することで死因簡単分類

との比較も可能となっている。

なお、この図 9、10において、2005年以前の年次について各年の年齢調整死亡率が示

されているのは、前節で述べた通り、JMD Exposureを用いることによってはじめて可能

となっていることに注意されたい。JMD Exposureを活用することによって長期的かつ

連続的な死因別年齢調整死亡率の観察が可能となっているということは、JMDという体

系の中で死因系列を提供することの整合性・有効性を示しているということができよう。

おわりに

本研究では、近年の死因統計に関連する国内外の動きに対応し、 JMDの新たな死因分

類を提案するとともに、これを応用しつつ、年齢調整死亡率提供に関する基礎的な研究を

行った。

これまで、本プロジェクトでは、HMDプロジェクトが検討を行っている死因分類に基

づいて死因系列提供に関する検討を行ってきたところであるが、HMDプロジェクトの死

因系列提供については、HCDプロジェクトの系列と統合することとされた。このことか

ら、今後、国際比較の観点からは HCDの intermediate listとの整合性を持つ死因系列が

好ましいと考えられるが、一方で、国内での死因分析には死因簡単分類と整合性を持った

分類が好ましく、本研究では両者と整合性を持つ新たな JMD死因分類 (JMDC)を提案

した。

一方、国内では人口動態調査の年齢調整死亡率で用いられている基準人口が改定される

という動きがあり、これに伴って、新しい基準人口に基づく全国値の年齢調整死亡率につ

いては、2005年以前は公式統計としては各年での提供は行われないこととなった。しか

しながら、この検討委員会に対する日本人口学会からの回答意見にもある通り、長期的な

死因別死亡率を連続的に観察することの人口学的重要性も依然として存在しており、学術
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研究的観点から各年の年齢調整死亡率を提供する必要性が生じたところである。そこで、

本研究では、JMDの Exposureを用いることによって、2005年以前の各年の年齢調整死

亡率を提供する方法を提案し、これを用いた長期的かつ連続的な死因別年齢調整死亡率を

提示することにより、JMDという体系の中で死因系列を提供することの整合性・有効性

を示したところである。

しかしながら、本研究には残された課題も存在している。一点目は、都道府県別年齢調

整死亡率に関する検討である。基準人口の改定に係る検討結果の報告では、都道府県別の

年齢調整死亡率について、公式統計としては 1980(昭和 55)年以降 5年ごとに提供するこ

ととされている。一方、JMD では都道府県別の Exposure についても 1975 年以降の各

年の提供を行っていることから、都道府県別年齢調整死亡率についても公式統計より広範

囲な提供を行うことのできる可能性がある。二点目は、JMDCの ICD9以前への拡張で

ある。本研究では ICD10 についての JMDC を提案したが、今後、この死因系列をより

遡って提供できるよう、ICD9以前についても分類を作成する必要があろう。以上につい

ては、今後の課題としてさらなる研究を続けていくこととしたい。

本研究は、国立社会保障・人口問題研究所「超長寿社会における人口・経済・社会のモ

デリングと総合分析」(令和 2～4年度)の研究成果であり、本稿で使用した「人口動態調

査」に関する分析結果には、統計法第 32条の規定に基づき、調査票情報を二次利用した

ものが含まれている。
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表 3 JMD死因分類案 (Group I - V)
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表 4 JMD死因分類案 (Group VI - X)
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表 4 JMD死因分類案 (Group VI - X)
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表 5 JMD死因分類案 (Group XI - XXII)
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